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１.事業名

２.担当部署

３.事業の目的

４.事業の概要

５.事業対象

６.事業期間

８.事業評価

９.事業評価理由

10.事業の課題

11.課題の要因

エネルギー、食料品価格等の物価が高騰している中、全市民を対象とした本事業の実施によ

り、市民の家計負担の軽減と地域経済活動を支援することができた。

前回実施した一人あたり3,000円の商品券から5,000円に増額して実施したことで、より大き

な経済効果が生み出されたと思慮される。

課題なし

課題なし

執行率（B／A） 95.38%
Ｂのうち

交付金充当額
276,987千円

効果があった

事業始期 令和５年５月 事業終期 令和６年３月

７.事業費・決算額等

事業費(実施計画上の

計画額)　…Ａ
411,159千円 決算額　…B 392,162千円

市民及び市内事業者

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業効果検証シート

とめ地域応援商品券事業

産業経済部

エネルギー・食料品等の価格高騰に対する経済対策として、全市民に商品券を配布し、家計

負担の軽減と地域経済活動を支援する。

消費喚起促進及び市民生活支援として、市内全市民を対象に登米地域商工会連額協議会が実

施する地域応援商品券発行（一人5,000円、1冊1,000円券5枚綴）を支援する。


